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平成２８年 ３月２８日 

宗像市議会 

議長 吉田 益美 様 

予算第１特別委員会 

委員長 杉下 啓惠 

 

 

委員会審査報告書  

 

本委員会に付託された事件の審査結果を宗像市議会会議規則第１１０

条の規定により報告します。 

 

記 

 

第 37号議案 平成２７年度宗像市一般会計補正予算（第５号）につい

て 

 

歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１７億９，８５８万７千円を

増額し、補正後の総額をそれぞれ３６４億４，４５９万６千円とすると

ともに、繰越明許費の追加および変更、債務負担行為の追加、並びに地

方債の変更を行うものである。 

 

【審査内容】 

明らかになった主な事項は次のとおり。 

１ 歳入 

法人市民税は、国の実効税率の引き下げによる影響が想定よりも大き

く、現年課税分を１，０００万円減額。固定資産税は、前々年度分以

前の滞納繰越調定収入見込み額を下方修正したことにより減額。 

 

２ 歳出 

（１）国の補正予算にかかるもの 

 ①国の地方創生加速化交付金充当分（全額交付金を充当） 

ア）国際会議や展示会などの誘致による地域経済の活性化を図るため、

シティプロモーション事業費の業務委託料・使用料を６２０万円増額。 

イ）観光プラットフォーム事業において、体験メニュー等の運営の構

築を行うため、観光推進事業費を１，８００万円増額。 

ウ）世界遺産登録活動事業費において、今年度の事業精算として５４

９万４千円を減額するが、一方で、新たに広域連携事業等を行うため

に３，５１２万円を計上する。 

エ）大規模国際キャンプ地誘致を核としたスポーツのまちの推進を行

うため、スポーツ観光推進事業費を２，０７０万円増額。 

 ②庁内ネットワーク管理運営事業費 

情報セキュリティ強化のため、パソコン等関係業務管理委託料を３，

０８０万円増額。国庫補助金１，２６５万円、地方債１，２６０万円

を充当する。 

 ③住民基本台帳事務費 

マイナンバー関連経費として２，３９６万８千円増額。国庫補助金の

社会保障・税番号制度事業費補助金を全額充当する。 

 ④国民健康保険特別会計（事業勘定）繰出金 

国の基盤安定負担金の基準の見直しにより１億６，２３９万３千円増

額。国および県の補助金７，７６５万４千円を充当する。 

 ⑤年金生活者等支援臨時福祉給付金給付事業費 

  国の補正予算により新設。３億９，５５３万４千円全額を国庫補助金で 

充当する。 

 ⑥保育所保育実施事業費 

  保育士の待遇改善のため、保育所保育実施委託料を２，８８７万９千円

増額。国および県の負担金を２，１６６万円充当する。 

（２）その他 

 ①人件費 

人事院の給与改定の勧告に伴い、三役、議員及び職員の給与、報酬、手

当を１,８８９万４千円増額する。 

 ②城山中学校改築事業費 

  体育館と武道場の老朽化に関する耐力度調査は時期尚早と判断し、来年
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度以降に先送りしたことなどにより９６０万円減額する。 

 ③市民安全対策事業費 

  集落間防犯灯ＬＥＤ化工事費は、当初４００基の設置を見込んでいた

が、地元との調整が難航し、約６０基しか設置できなかったため、１，

２００万円減額。 

 ④在宅医療連携拠点支援事業費 

  医師会の事業に対して、当初、市からの補助を予定していたが、県か

らの補助が増額されたため４９０万円全額減額する。 

 

３ 基金の組み替え 

財政調整基金から公共施設等維持更新基金へ１５億円の組み替えを

行う。 

 

４ 繰越明許費 

  東郷駅駅前広場整備事業費は、工事発注の遅れにより平成２７年１２

月に繰越明許費を計上していたが、発注済みの南北の駅前広場整備につ

いても、工事進捗の遅れから年度内に事業完了が見込めないため、繰越

金額の増額変更を行う。 

 

５ 債務負担行為 

  漁港整備事業費３億円は国の補正予算によるものであるが、当初予算

案作成後、国からの連絡により、平成２８年度予算で計上すべきである

ことが判明したため、補正予算で債務負担行為を計上するもの。 

 

【審査結果】 

委員会は全員賛成で原案のとおり可決した。 

 

 

 

 

 

第 45号議案 平成２８年度宗像市一般会計予算について 

 

歳入歳出予算の総額をそれぞれ３２６億５，３９２万５千円とするもの

である。 

 

【審査内容】 

明らかになった主な事項は次のとおり（数値は普通会計ベース）。 

１ 歳入 

（１）自主財源 

前年度比マイナス９．７％、１３億６，９０９万円減の１２８億１，

４６７万円 

 ①市税（１００億２８１万円） 

個人市民税は、給与所得者の所得の増により５，９６８万４千円増額。

法人市民税は、税率の引き下げおよび法人税の改正の影響で３，２４

８万９千円の減額を見込む。固定資産税は、評価替えから２年目であ

り、平成２７年中の新築家屋分を見込み８，４９７万８千円増額する。 

 ②繰入金 

  財政調整基金の繰入の削減により４億７，１１５万２千円減額。また、

減債基金による市債の繰上償還を見送ったため１４億４，５３４万円

減額する。 

 ③その他 

  ふるさと寄附金による収入として、前年度から３億円増額して４億円

を見込む。 

（２）依存財源 

  前年度比マイナス０．３％、６，５２８万円減の１９８億４，５６１

万円 

 ①地方交付税 

公債費による基準財政需要額の増加分、合併算定替による減尐分を見

込み、前年度比プラス０．１％、８００万円増の６９億６，６００万

円を計上している。 

 ②国県支出金 

  社会保障関係の補助金が増額になる一方、大規模投資事業、国勢調査、
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子育て世帯臨時特例給付事業の終了による減額のため、全体では、

前年度比マイナス１．４％、１億３７５万円減の７３億９，４１６

万４千円を見込む。 

 ③市債 

  公営住宅建設事業債、臨時財政対策債の減尐を見込み、４億４０万

円減額の２８億９，０１０万円を計上している。 

２ 歳出 

 歳出予算の性質別構成割合は、人件費、扶助費、公債費を合わせた

義務的経費が１ポイント減尐の４５％、投資的経費が前年度と同様の

１１％、その他経費が１ポイント増加の４４％となっている。 

 義務的経費の内訳として、人件費は、議員共済負担金の減や、国勢

調査終了に伴う調査員報酬の減により、全体では前年度比マイナス１．

７％、６，７３５万円減の３９億３８８万円を計上している。扶助費

は、障害者訓練給付費や児童福祉費等の増により、前年度比プラス３．

７％、２億７，４６６万円増の７６億１，９３３万円を計上。公債費

は、繰上償還の見送りのため、前年度比マイナス３２％、１４億４，

０９５万円減の３０億６，６９１万円を計上している。 

 投資的経費は、前年度比マイナス１５．６％、６億３，２８３万円

減の３４億３，２６４万円を計上している。 

 その他経費は、物件費、ふるさと寄附金の返礼品、国民健康保険特

別会計・後期高齢者医療広域連合への繰出金などの増加により、前年

度比プラス３．０％、４億３，２１０万円増の１４６億３，７５３万

円を計上している。 

 社会保障関係経費は、扶助費、および国民健康保険や介護保険等の

特別会計への繰出金の増加により、前年度比プラス４．３％、４億５，

８２１万円増の１１０億８，７２７万円で、年々過去最高値を更新し

ている。 

 事業費別での主な内容は次のとおりである。 

（１）定住化推進事業費 

 賃貸住宅家賃補助金は、月額２万円で３年間を上限としていたが、

長く本市に住むことで魅力を感じてもらい定住に結びつけるため、

月額１万３千円で５年間を上限とする制度に変更する。家賃補助終

了後の市外への流出を引き留め、本市への定住を確実なものとするた

めの定住奨励金制度や、親との同居または近居を支援することにより、

本市出身者の定住を誘導する三世代同居・近居支援補助金制度を新設

する。都市部に住む「地方で生活し、地域社会に貢献したい。」という

想いを持つ人材を受け入れ、定住・定着してもらうことで地域の活性

化を図る「地域おこし協力隊」の導入を市内のおおむね２地域で行う。 

（２）都市戦略推進事業費 

   平成２７年度のパークアンドライド導入の可能性調査の結果を踏ま

えた実証実験を行う。日の里地区のまちの賑わいを取り戻すため、Ｊ

Ｒ東郷駅日の里口の空き店舗について、平成２８年８月の店舗開設に

向けて支援を行う。 

（３）交通安全対策事業費 

   運転免許証を返納する高齢者に、ふれあいバスの回数券を配布して

いたが、平成２８年度から、タクシーや西鉄バスのＩＣカードも含め

て、返納者が選択できるようにする。 

（４）市民安全対策事業費 

市内の空き家の状況を把握するため実態調査を行い、その調査結果

を踏まえて、空き家の適正管理について所有者へ指導等を行う。 

（５）世界遺産登録活動事業費 

平成２７年度に引き続いて来訪者対策に取り組んでいく。また、世

界遺産登録後の資産の保護を見据えたモニタリング調査、海の道むな

かた館で放映する新たな沖ノ島の３Ｄ映像の制作、ＩＴを活用した展

示システムの構築などを新たに行う。 

（６）スポーツ観光推進事業費 

本市でスポーツ観光を進めるため、企業などと連携して、新たなス

ポーツ大会や合宿の誘致活動、ラグビーワールドカップや東京オリン

ピック・パラリンピックの事前キャンプ地誘致活動を行う。 

（７）体育施設改修事業費 

スポーツ・サポートセンター事業を行うため、市民の運動やスポー

ツ活動の拠点施設として位置付けている市民体育館の増改築に向けた

設計等を行う。 

（８）塵芥処理事業費 
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 塵芥収集運搬委託料における人件費は、平成２５年度の所管事務

調査の結果を踏まえて、毎年度、福岡県土木工事積算基準の労務単

価を用いて積算している。 

（９）シルバー人材センター補助費 

平成２８年度は、シルバー人材センターと連携し、高齢者のみな

らず現役世代の雇用をサポートする事業も実施する。 

（１０）生活困窮者自立支援事業費 

   生活困窮者の自立に向けた相談および支援を、社会福祉関連の資

格を持ち、経験を有する主任相談員・面接相談員・相談支援員、お

よび就労支援の相談員の４人体制で行う。 

（１１）東郷駅駅前広場整備事業費 

   平成３０年度の整備完了を目指して、平成２７年度から繰り越し

で宗像大社口駅前広場整備工事を行うとともに、平成２８年度は八

並川右岸の橋台築造工事に着手する。 

（１２）屋外広告物規制事業費 

   平成２７年１１月施行の宗像市屋外広告物条例に基づいた屋外広

告物の管理や指導などを行う。業務委託により実地調査や資料のデ

ータベース化を実施する。 

（１３）観光物産館整備事業費 

   道の駅むなかたについて、産業振興及び観光の拠点として拡充を

図るため、駐車場及び芝生広場・多目的スペースなどの拡張整備を

行う。平成２８年度は用地買収や測量設計などを行い、工事につい

ては平成２９年度以降の実施を考えている。 

（１４）離島振興事業費 

   企業、大学、および「地域おこし協力隊」など、島外の人材の受

け入れを行いながら、離島の課題解決や活性化を図る。また、増加

が見込まれる来訪者の受入対策として、島内の交通網の整備も行う。 

（１５）グローバル人材育成推進事業費 

   ニュージーランドへの尐年尐女海外派遣事業や、平成２７年度に

新規に実施した宗像歴史未来塾などを引き続き実施する。また、グ

ローバル人材育成協議会を中心に、産学官民によるネットワークを

構築することで、より実効性の高い事業を展開していく。 

（１６）放課後子ども総合プラン事業費 

   放課後学習活動支援事業を、すでに実施している岬地区に玄海地区

と日の里地区を加えた３地区で実施する。また、学校・家庭・地域連

携協力推進事業を、すでに実施している吉武地区に赤間西地区ほか１

地区を加えた３地区で実施する。 

（１７）教育・保育施設型給付事業費 

   保育定員増のため、新たに認定こども園を２園開園するとともに、

保育士の確保を図るための無料職業紹介所を平成２８年４月に開設す

る。 

（１８）母子保健事業費 

   宗像医師会などと連携して、産前産後の支援体制の強化を図る。ま

た、各種の相談窓口を包括的に一体化させたワンストップの拠点とし

て再構成し、相談体制の強化を目指した「子ども・若者支援センター

（仮称）」の整備に向けて検討を行う。 

（１９）小中一貫教育推進事業費 

   第Ⅱ期小中一貫教育の方針である「学校・家庭・地域の連携強化」

を図るため、学園コーディネーターを１人増員して５人とする。 

（２０）学校情報化事業費 

   平成２８年度は、教育ネットワークシステムの再構築を行う。また、

校務用パソコンの更新を行うとともに、小学校に校務支援システムを

導入することで、教職員の負担軽減、および子どもと向き合う時間の

確保を図る。 

（２１）教育相談事業費 

平成２７年度に県のパイロット事業として導入したスクールソーシ

ャルワーカーを、平成２８年度は市の予算で、１中学校に週８時間体

制で１人配置し、中学校区の小中学校で活用する。 

３ その他 

（１）基金残高 

平成２８年度末において、前年度比マイナス２．６％、４億６，０

４６万円減額の１７３億７，３３４万円を見込む。 

（２）市債残高 

平成２８年度末において、前年度比プラス０．２％、４，３０５万
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円増額の２６３億２，４３９万円を見込む。今後、繰上償還などで、

財政安定化プランの目標値である２５０億円以下を達成するように

努力していく。 

（３）経常収支比率 

  前年度３月補正予算ベースとの比較でマイナス０．２ポイントの

９４．０％。しかし、今回の改善は、歳入増加による影響が大きく、

過去最高額を更新し続けている社会保障関係経費の伸びを考えると、

予断を許さない状況である。今後は、個別経費の削減を引き続き行

いつつ事業費ベースでの見直しを強化して、さらなる経常経費の削

減を行う必要がある。 

     

【意  見】 

（賛成意見） 

・地方創生という流れの中、世界遺産国内推薦決定や全国豊かな海づく

り大会を追い風にして、観光、スポーツ、団地再生、グローバル人材

などに重点的に取り組む姿勢は評価する。しかし、地方都市間の生き

残りの競争の中で、本当に危機感があるのかということをこの予算か

ら読み取ることはできなかった。今年やらないといつやるんだという

ぐらいの危機感を持って事業を行ってもらいたい。要望として、市民

の誰もが口ずさめる宗像らしいマーチングソングを作ることを提案し

たい。 

・地域経済の活性化や地場企業の育成などを目的にしている事業につい

ては、金融機関などの専門的な方のアドバイスも取り入れながら、客

観的にその事業の効果を図るようにしてもらいたい。外部団体や企業

への職員の派遣事業は人材育成の上で大切であるが、市全体で業務が

多忙である時期は、尐しでも派遣職員を呼び戻し、派遣先で学んだこ

とを市民サービスに反映できるような工夫をしてもらいたい。城山中

学校の老朽化については、現在も進行していることを職員全員で共有

し、危機感を持ってその対策に当たってほしい。 

・事業費が削減されている中、各事業に対して非常にバランス良く組ま

れた予算だと思う。世界遺産登録および全国豊かな海づくり大会に向

けての準備は大変であるが、万全を期してもらいたい。特に、世界遺

産登録活動は各部署にまたがる事業なので、スピーディーかつ漏れのな

いよう一致団結して取り組んでもらいたい。 

・これから、世界遺産登録活動や大規模国際大会キャンプ地誘致活動で本

市の知名度が上がっていく。定住化推進、観光振興および離島振興の施

策を行う最大のチャンスだと思うので、自信を持って頑張ってもらいた

い。特に、定住化推進については、その施策が定住に確実に結びつくよ

うにしてもらいたい。 

・農業施策については、農業だけでなく地域を守るという観点で対応して

ほしい。全国豊かな海づくり大会は、水産振興につながるように実施し

てもらいたい。また、世界遺産登録活動は、手抜かりのないように万全

を期してほしい。財政運営については、受益者負担や補助金の見直しな

ど、より一層、経費削減に努めてもらいたい。 

・本市の今後の財政状況は決して油断ができない状況にある。経費の削減

項目や削減額を早期に明確にしてもらいたい。定住化推進は、今回の制

度の見直しを踏まえ円滑に事業を進めることで人口維持につながること

を期待する。世界遺産センターの設置の検討については、来館者予測を

明確にし、その設置が本市にとって効果的なものかどうかを見極めた上

で行ってもらいたい。スポーツ観光推進事業は、来訪者数・宿泊者数の

目標を達成し観光振興に寄与できるよう、計画的に行ってほしい。貧困

の世代間の連鎖を防ぐための取り組みができるように、必要な人材の確

保を十分に行ってほしい。 

 

 

（反対意見） 

・世界遺産登録に向けての予算に重点が置かれているが、そのために、福

祉や教育の予算が削られることがあってはならない。保育所の待機児童

対策や学童保育の施設改修などに十分な予算が組まれていないことは問

題である。また、学童保育で、指導員の継続雇用があまりなされていな

いことへの対策も行うべきである。同和対策補助金や市営住宅の入居手

続きのあり方には問題があり、是正してもらいたい。基幹産業と言われ

る農業については、持続可能な農業が行われるように予算措置をするべ

きである。 
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・近年、貧困の拡大が、高齢者だけでなく子どもにまで、急速なスピー

ドで広がっていることを地域の中で感じる。地方自治体は、住民の尊

厳や基本的人権を保障し、安心して生活が送れるようにすることが最

大の仕事だと思う。現在、法律や条例などに基づく制度で救えない人

たちがたくさん存在する。その人たちに寄り添うような事業が不十分

であり、もっと力を入れていくべきである。 

 

 

【審査結果】 

委員会は、賛成多数で原案のとおり可決した。 

 

 


